
 

本店等一括提供に係る承認申請書 

 
 

※整理番号  

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

税務署長殿 

営 業 所 所 在 地 

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

営 業 所 名 称 

 

個 人 番 号 又 は 

法 人 番 号 

↓個人番号の記載に当たっては、左端を空欄とし、ここから記載してください。 

    
             

（フリガナ）  

営 業 所 長 氏 名 
 

 

（フリガナ）  

作 成 担 当 者 
 

非課税口座開設届出書に記載された事項等の提供について、租税特別措置法第 37 条の 14 第 30 項及び同法

第 37 条の 14 の２第 25 項に規定する承認を受けたいので、この旨申請します。 

提 供 先 税 務 署 長   税務署長 

提 供 先 税 務 署 長 

に 提 供 し よ う 

と す る 理 由 

□ 下記の本店等の所在地の所轄税務署長に提供するため 
 
□ その他（                        ） 

本 店 等 の 所 在 地  

本 店 等 の 名 称  

参 考 事 項  

 

※ 

税 

務 

署 

処 

理 

欄 

起

案 
・  ・ 

署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿 
処 

 

理 

 

事 

 

績 

処理内容 承認・みなし・却下 

     決

裁 
・  ・ 通知年月日 

 
・  ・ 

通 信 日 付 印 ・  ・ 確 認  
通知書 （却下理由） 

 （摘要） 

番号確認 身元確認 確認書類 

個人番号カード／通知カード・運転免許証 

その他（               ） 

 

 
□ 済 

□ 未済 
   

              
05.06 改正

（

規

格

Ａ

４

） 



 

 

 

        
本店等一括提供に係る承認申請書の記載要領等 

 

 

 

１ 本店等一括提供の制度について 

⑴ この申請書は、租税特別措置法第 37 条の 14 第 30 項及び同法第 37 条の 14 の２第 25 項の規定により、

金融商品取引業者等の営業所（以下「支店等」といいます。）の長が、非課税口座開設届出書に記載された

事項等の提供（以下「届出事項等の提供」といいます。）について、国税電子申告・納税システム（e-Tax）

により、当該支店等の所在地の所轄税務署以外の税務署（以下「本店等の所轄税務署」といいます。）に提

供することの承認を受けようとする場合に、当該支店等の所在地の所轄税務署長に提出するものです。 

  （注） この申請書を提出した日から２月を経過する日までに税務署長から承認をした旨の通知又は承認

しないこととした旨の通知がなければ、同日においてその承認があったものとされます。 

⑵ この承認申請書に基づく承認を受けていた支店等が、本店等一括提供をやめようとする場合には、その

旨を記載した届出書を税務署長に提出する必要があります。 

 

２ 各欄の記載方法 

 ⑴ 「営業所所在地」、「営業所名称」、「個人番号又は法人番号」、「営業所長氏名」の各欄には、申請者の営

業所の所在地、名称及び個人番号又は法人番号並びに営業所の責任者の氏名を記載してください。 

 ⑵ 「作成担当者」欄には、この申請について回答できる担当者の所属及び氏名を記載してください。 

 ⑶ 「提供先税務署長」欄には、申請事項等の提供先の税務署長を記載してください。 

 ⑷ 「提供先税務署長に提供しようとする理由」欄には、該当する□にレ印を記載してください。なお、そ

の他の場合には、具体的な理由を記載してください。 

 ⑸ 「本店等の所在地」及び「本店等の名称」の各欄には、この承認申請書の承認を受けた場合に、支店等

に係る届出事項等の提供を取りまとめて提供する本店等の所在地及び名称を記載してください。 

 ⑹ 「参考事項」欄には参考となる事項を記載してください。 

 ⑺ 「※」欄は、記載しないでください。 

 


